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現代の産業構成と労働価値論

小檜山政克

　現代の産業構造のなかでサ ービス部門の比重が高くな っていることは，誰に

も明らかなことであろう 。労働価値論を理論的基礎にして，このような構成を

もっ た経済を全体として把握できるような現代経済学の体系を考えようとする

と、 その場合まず問題になるのか，サーヒス部門の労働を，商品経済の動きを

根底において規制している価値法則の観点から，どう提えたらよいのか，とい

うことである 。

　価値法則の役割のなかには，いろいろ重要なものがあるのは言うまでもない

が， 現代経済を全体として体系的に捉えようとするぼあいに，そのような把握

の基礎として，この法則の杜会的労働配分の機能を据えることが，なによりも

大切であろう 。産業構造といわれる場合，いろいろな産業部門の相互関係の全

体の仕組みといったものか，こく普通にイメー！されているのではないかと思

うが，それは，労働価値論の見地からすれば，杜会的労働配分ということにな

ろう 。杜会的労働配分というのは，いろいろな生産部門にそれぞれ必要なだげ

労働力と生産手段（これは物体化した労働）を配分することである。配分すると

いっ ても ，これは人間が全体をみていて計画的に配分するのではない。商品の

価格がその価値の上下に変動することによっ て， 商品生産者は，客観的に，価

値法則に強制されて，ちょうどその時期に，それぞれの産業部門で，その杜会

に必要なものを，必要なだけ生産することになるわけだが，そのためには各部

門に必要なだけ労働力と生産手段がまわされなけれぼならず，つまりこれが ，

価値法則の自然発生的な杜会的労働配分の機能である。表題のなかの産業構成

という言葉も ，このような杜会的労働配分の状況を指しているものである。杜

　　　　　　　　　　　　　　　　（２６７）
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会的労働配分はまた杜会的分業の編成ということもできる。分業は，英語で

ｄｍｓ１ｏｎｏｆ１ａｂｏｕｒ，トイソ語でＴｅ１ｌｕｎｇｄｅｒ Ａｒｂｅ１ｔであるから，生産手段のほ

うは後景に退く感じになるが，本質的にはおなじであろう 。

　　注　ここでサ ービス部門ないしサービス産業というのは，物質的財貨を生産するの

　　ではない産業諸部門というほどの意味である。以下の統計では，かならずしも学問

　　的に厳密ではないかもしれないが，ふつう用いられている分類をとりあえず使って

　　おく 。

　　　なお，いま商品経済と価値法則の関連について言ったけれども ，念のために申し

　　添えておくと ，たんなる商品経済ではなくて，それを基礎に発展した資本主義経済

　　においては，いろいろな商品の価格が，その時々の需給関係に応じて，価値ではな

　　くて生産価格の上下を変動するのである。しかし，もちろん，生産価格というのは ，

　　価値を基礎にしたカテゴリー である。それから，玩代経済を全体として捉える経済

　　学の体系という場合，産業資本家，産業労働者だけを構成要素として扱うのではな

　　く ，もっといろいろな分野で働いている人々の活動をそこに組みいれることの必要

　　性が考えられている。一方でまた，Ｋ．マルクスが資本論第３巻第４９章の末尾で述

　　べているように，資本主義経済が廃止された後でも，価値規定は杜会的労働配分に

　　とっ て重要である。これは杜会主義杜会におけるサ ービス労働の扱いに関連する問

　　題である 。

Ｉ

　さて，現代の産業構成，労働価値論でいう杜会的労働配分ないし杜会的分業

編成は，製造業とサービス産業の対比を中心として見た場合，どのようにな っ

ているのだろうか。その現実の状況の確認からはじめよう 。１９８０年代の半ばな

いし後半の日本，米国，あるいは英国で，それはどうな っているか。各種生産

部門への労働配分を明らかにするための指標としては，産業別就業者数をとる

のが，まず妥当であろう 。

　表１から明らかなように，１９８５年の日本では，就業者総数６１４２万人のうち

３３１４万人つまり５４．Ｏ％が，広義のサービス産業で働いており ，これは製造業の

就業者数１４９４万人，２４．３％の２倍以上にあた っている。このような現象は ，

（２６８）
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表１　サ ービス産業の就業者数のウェート

３

（単位 ：万人）

１９７０年

１９８５年

製　造　業

２６．７％

１， ４５４万人

２４，３％

１， ４９４万人

サービス産業

４４．４％

２， ４１５万人

５４．０％

３， ３１４万人

そ　の　他

２８，８％

１， ５６８万人

２１ ．７％

１， ３３４万人

総　　　計

５， ４３７万人

６， １４２万人

出所 ：通商産業省「サ ーピス 産業年鑑」１９８８年，ｐ
．５

原資料 ：経済企画庁「国民経済計算年報」

　　　 ＊サ ーピス産業（広義）の内訳（同年鑑，ｐ
．１）

　０運輸 ・通信業　（２）卸売 ・小売業，飲食店　　金融 ・保険業
　　不動産業　　サ ーヒス業（狭義）　公務（これは他に分類されなしもの）
＊なお「その他」には，農業，林業，漁業，鉱業，建設業カミ入る 。

表２　狭義のサ ービス業の内訳 （１９８６年，単位：万人）

▽物品賃貸業 １７万人 １．
４％ （リース ・レンタル等物品賃貸サ ービス）

▽情報関連サ ービス 業 ４８ ３． ９％ （広告業，調査 ・データ処理業など）

▽その他事業所サ ービス業 ２０９ １７．２％ （ビルメンテナンス，法律事務所，設計 ，

測量，警備業等のサ ービス）

▽生活関連サ ービス業 ２７６ ２２．７％ （洗濯，理容，写真，家具等修理，その他
対個人サ ービス）

▽娯楽関連サ ービス業 １５０ １２．３％ （映画，放送，旅館その他）

▽公共サ ービス 業 ５１７ ４２．５％ （公務，教育，医療，福祉等）

通商産業省「サ ービス 産業年鑑」１９８８年，ｐ．２およびｐ
．５

原資料 ：総務庁「事業所統計」

　　　　　　　　　　　　　　表３　産業別常用労働者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（規模３０人以上 ，

１９８７年１２月末，単位 ：千人）

調査産業計 ２０，２６６千人

鉱　　　　業 ４８ （０．２％）

建　　設　　業
１， ３２２ （６．５％）

製　　造　　業 ７， ５３１ （３７．２％）

電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業 ２３３ （１ ．１％）

運輸 ・通信業
２， ０６３ （１０．２％）

卸売 ・小売業，飲食店
３， ０２６ （１５．０％）

１１ ，１３３万人

金融 ・保険業
１， ０８０ （５．３％）

（５４，０％）

不動産業
８６ （０，４％）

サービス 業
４， ８７８ （２４．１％）

労働省「労働統計年報」１９８７年，ｐ
，１４

１９７０年代から８０年代を通じて強まっ ているもので，製造業における人数はこの

期間に殆ど変わらず，比重は落ちているのに対して，サービス産業の就業者数

は， 人数では実に１千万人ほども ，比重では４４％から５４％にまで伸びている 。

（２６９）
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表４　米国産業別雇用者数 （単位 ：千人）

１９７０ １９８４

総 数 ７８，６７８千人 １０５，Ｏ０５千人

農林水 産 業
３， ５６７千人１ ４． ５％ ３， ３２１千人１ ３． ２％

鉱 業 ５１６ ０． ７％ ９５７ Ｏ． ９％

建　　築 業 ４， ８１８ ６． １％ ６， ６６５ ６． ３％

製　　　造 業 ２０，７４６ ２６．４％ ２０，９９５ ２０．Ｏ％

運輸通信業
５， ３２０ ６． ８％ ７， ３５８ ７． Ｏ％

卸　小　売　業
１５，Ｏ０８ １９．１％ ２１ ，９７９ ２１ ．０％

金融保険不動産業
３， ９４５ ４． ９％ ６， ７５０ ６． ４％

サービス 産業（医療 ・教育を含む）
２０，２８１ ２５．８％ ３２，２１４ ３０．７％

行 政 ４， ４７６ ５． ７％ ４， ７６６ ４． ５％

Ｓ伽ｔ１ｌ　Ａｂ位　 ｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｕｍｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ，１９８６ｐ４０４

　　　　　　　　　表５　１８６１年英国労働人口の産業別分類 （単位 ：千人）

農　　　　業
３， ４７０千人 ２６．５％

漁　　　　業 ５０ ０． ４％

鉱　　　　業 ４９０ ３． ７％

製　　造　　業
４， ３００ ３２．８％

建　　設　　業 ５５０ ４． ２％

ガス ・電気 ・水道 ２５ Ｏ． ２％

運輸 ・通信
５９０ ４． ５％

流　　通　　業 ８５０ ６． ５％

保険 ・銀行 ・金融 ２０ ０． ２％ ４， ２０５千人

行政 ・国　防
４５０ ３． ４％ ３２．１％

専門的サービス（教育 ・医療等） ３３５ ２． ６％

各種サービス（家事 ・飲食 ・宿泊等）
１， ９６０ １５．０％

合　　　　計
１３，０９０

出所 ：Ｂ．Ｒ．Ｍｉｔｃｈｅｌ１．ＢｄｔｉｓｈＨｉｓｔｏｄｃａ１Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ，１９８８，ｐ．１１１

　表５の付注なお同書Ｐ ．１１９によれぱ，１９７８年英国における運輸 ・通信，流通，保険 ・銀

行・ 金融，行政，教育 ・医療，その他サ ービス業に従事する者は，１３，１６１千人つまり約１千

３百万人で，雇用者総数２２７５７人つまり約２千２百７６万人の５７．８％を占めている 。

それでは，我が国就業者の半数以上が働くこのようなサービス産業とはなにか

というと ，そこにはいろいろなものが入っており ，表１の下注のように，運輸

・通信業，卸 ・小売 ・飲食店業，金融 ・保険業，不動産業，それに狭義のサ ー

ビス業などがある。狭義のサービス業には，表２に示されているように，リー

ス業，広告業，ビルメンテナンス，洗濯，理容，映画，放送，旅館から教育 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（２７０）
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医療，福祉まで，ありとあらゆるものが入っている。なお，表３の３０人以上が

働く事業所についての１９８７年の統計も同じような傾向を示している
。

　このような状況はなにも日本だけのことではない。米国の産業別雇用者数を

示す表４をみると ，そこでは，狭義のサ ービス産業（医療 ・教育を含む）の雇用

者数だけでも ，１９７０年から１９８４年の間に，製造業の人数を追越してしまい ，

３１％近くにまで達している。製造業の雇用考数は，１９７０年には２６．４％であ った

のに，１９８４年には２００％にまで落ちている 。

　ところで，こんどは，もっと長期にわたる歴史的な比較をしてみよう 。Ｋ ．

マルクスがかの資本論を書いていた１８６０年頃のイギリスの状態はどうだったの

だろうか。表５によると ，当時のイギリスでは，労働人口の３２．１％が運輸 ・通

信， 金融から教育 ・医療を含む広義のサ ービス部門で働いていたということが ，

明らかである。これは，製造業の３２．８％を，ほんの僅か下まわっていた。これ

に対して，１９７８年英国での広義のサ ービス産業労働人口は，雇用者総数の

５７．８％に達している。つまり ，１９世紀中葉のイギリスでは約３割の労働人口が

サービス部門で働いていたのに対して，２０世紀末のイギリスでは，約６割がサ

ービス産業で働いているということになる 。

　なお，杜会的労働配分には，他方で，生産手段の配分も入るわけであるが ，

ここてはその問題にたちいることは省略して，各生産部門の活動の結果だけを

調べてみよう 。経済企画庁の国民経済計算によると ，１９８７年我が国の国内総生

産は約３４３兆円であるか，そのうちの６０６％，約２０８兆円は，広義のサーヒス産

業の生産であり ，製造業は２９０％，約９９７兆円に過ぎない。製造業に他の物財

生産部門つまり農林水産業，鉱業，建設業，電気 ・ガス ・水道業を加えても ，

合計約１４９兆円，約４割である 。（経済企画庁調査局編「経済要覧」 ，１９８９年版 ，

Ｐ． ４８，４９の資料から算出。この場合の広義のサ ービス産業には，卸 ・小売業，金融保

険業，不動産業，運輸通信業，サ ービス業にくわえて，政府サ ービス生産者，対家計民

間非営利サーヒスを含めている。このなかには，ここに含めることに異論かおこりうる

ものがあるが，とりあえずふくめておく 。）

（２７１）
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皿

　さてそれでは，このような産業構成の進化（いわゆる「サ ービス経済化」のこ

と　　いろいろ問題を含むにせよ ，ともかく全体として，それは進化と呼ぶことがで

きよう）は，い ったい，どうして，なぜ起こっ たのだろうか。もちろん，それ

は， 製造業など直接物財を生産する諸部門で技術が進歩して生産性が上がり ，

以前よりもはるかに少ない人数で，杜会全体に必要な物が造れるようにな った

こと ，他方で，人間生活を便利に豊かにする諸活動を支えるような新技術がい

ろいろ開発されたことなど，一言でいえば生産力の巨大な進歩がこうした現象

の基礎にあることは，明白であろう 。しかしここでは，このような生産力的な

側面の分析はしばらくおき，その経済的誘因を考えてみよう 。

　そもそも ，なぜこのようなサ ービス産業と称される部門で沢山の人 々が働く

ようにな ったのか，つまりそこへの多くの労働力配分が生じるようにな ったの

かといえぱ，それは人々がそこで働いて利潤ないし収入を得ようとするように

なっ たからにほかならない。とくに，狭義のサービス業で特徴的なように，現

代は人々の利潤追求活動の領域がめざましくひろがり ，杜会的分業がひじ ょう

に発達し，商品市場経済か普遍化してきているのである。資本家，自営業者な

どそれぞれの経済主体は，サービス産業とよばれるこれらの領域での経済活動

によっ て， 利潤，収入を得ているのであるが，そのことは，とりも直さず，彼

らの労働が杜会的に評価され，貨幣を通じて他の労働と交換されることを意味

しており ，経済学的にいえは，杜会的分業の一環としての役割を果たしている

ということである。（ここでは杜会的分業の編成を問題にしているのであ って，分業

に参加する経済主体の内部の問題，例えぱ資本家企業のなかの資本家と労働者の関係の

問題はしぱらくおく 。）

　いま貨幣を通じての労働の交換と言ったげれども ，この問題をもうすこし詳

しくみてみよう 。ある餅菓子屋さんが大福を作ってそれを売って，その金でネ

　　　　　　　　　　　　　　　　（２７２）
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クタイを買 ったとする。彼の労働は大福という品物の形をとっ ており ，大福は

何円という価格をもっ ている。この大福の価格は，それを作った彼の労働一

経済学でいう価値一を貨幣で表したものである。この場合，貨幣を通じて餅

菓子屋の労働と ，ネクタイ屋の労働が交換されているわけであるが，それが可

能なのは，二つの品物がそれぞれ価値をもっ ているからなのである。価値とい

うのは，杜会的分業の一環として行われたことを認められた労働のことである 。

こんどは，タクシーの運転手さんの労働をとっ てみよう 。人が自分の乗用車を

自分で運転してどこかへ行く場合は，彼の労働は杜会的分業の一環とはならな

いが，もし彼がタクシー に乗って行くとすると ，そのタクシーの運転手は彼を

ある地点にまで運ぶという労働をしたわけで，このような有用効果をもっ た労

働にたいして運転手は料金をうけとる。この運転手の労働は，杜会的分業の一

環としておこなわれたのであ って，価値をもち，その価格表現として料金とい

う形をとるわけである。さらに，商業労働をとっ てみよう 。例えばいまここで

ある商人が（個人営業者か資本家的商業企業かは，ここでは問わない），工場で造ら

れた品物を買 って家庭の消費者に売るとしよう 。彼は，この経済活動によっ て

一定の利得を得ることになる。その利益は，売上金額マイナス仕入れ金額（営

業費用等の問題はしばらくおく）であるが，これは，彼が，杜会的分業の一環と

して行った商業労働の対価として入手したものである。つまり彼が利益を獲得

できたのは，彼の労働が杜会的労働の一環として認められたからこそなのであ

る。 その意味で，彼の労働は価値をもっ ているものと考えられる 。

　それでは，杜会的分業とは，いったいどういうことなのだろうか。経済学で

いう分業には二つあ って，ひとつは，アダム ・スミスが『諸国民の富』の冒頭

で述べている有名なピン製造工場の例のような，工場内分業である。一本のピ

ソを造る仕事が，当時のスコットラソドの工場では１８の作業に分割されていて ，

そのそれぞれの作業を別々の労働者がそれぞれ手分けしておこない，一人がそ

の全工程をぜんぶ自分でやるよりも ，はるかに能率をあげていたという話であ

る。 そして，もう一つの分業が，本稿の中心とな っている杜会的分業である 。

杜会的分業というのは，自給自足に対立するものである。封建時代の農民は ，
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自分の家族に必要な大部分の物を自分たちの手で作っていた。鋤や鍬などは ，

村の鍛治屋から買 っていたかもしれないが，食べる物はもちろん，着る物も ，

住む藁葺の家も，自分たちの手でつくっ ていた。ところが，現代の例えぱ自動

車工場の労働者は，このような自給自足の生活とはおよそ縁がない。彼の生活

物資の中で彼が自分の手で作ったものは，おそらく ，彼の自家用車だけであろ

う。 彼が必要とする恐らく何千何百もの品物は，他のいろいろな職業の人々が

色々 な生産部門で生産したもので，かれはそれを商品として買 って使っている

のである。これは，つまり ，現代は杜会的分業が非常に発達しているというこ

とである 。

　Ｋ　マルクスは，資本論第Ｉ巻，第１２章，第４節で，杜会的分業について ，

詳しく研究している。いま ，その中から本稿との関連で注目すべき点を指摘す

れぱ，次のようなことがあるであろう 。

０「分業は，経済的部面だげでなく ，その他杜会のあらゆる部面をとらえて ，

どこでも専門，専業の形成と人間の細分化の基礎を置く」と述へていて，分業

を財貨の生産部面だけに限っていないこと。すこしあとの方で，マルクスは ，

イントの共同体の中の分業として，境界管理人，教師，鍛治師から詩人までも

あげている 。

（２）杜会的分業と工場内分業を本質的に区別するものとして，杜会的分業のほ

うでは，それぞれの労働が，各部門の生産物の商品としての売買をつうじて ，

結びつげられるのにたいして，工場内分業においては，それぞれの部分作業を

する労働者は商品を生産せず，かれらの共同の生産物がはじめて商品になると

いうこと 。言い換えれば，杜会的分業は，商品経済においては，市場によっ て

媒介されているということ 。

（３）その場合杜会的分業の労働配分は価値法則が決定するということ
。

　このようなマルクスの意見は，充分に考えてみる必要があろう 。ただし，も

ちろん，いま我々は，共同体内の分業を扱っているわげではなく ，また貨幣的

対価をうけとらないような場合の詩人を検討の対象に含めているわげではない 。

　さてここで，価値とはなにかについて，まとめてみよう 。これまで既に述べ
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てきたように，労働価値論の杜会的労働配分の法則の観点からみれば，価値と

は杜会的分業の一環として認められた労働のことである。その労働は，大福や

ネクタイのように，物的生産物の形をとる場合もあるし，タクシー運転手や商

杜員の労働の場合のように，物の形をとらず，目にみえない有用効果の形をと

る場合もある。しかし，どちらも杜会的分業の一環であることに違いはない 。

それでは，杜会的分業の一環として認められたものかどうかは，どのようにし

て確認されるのか。それはその労働の成果が貨幣の形をとっ て帰ってきた時で

ある。そのとき，その労働が杜会的分業の一環として杜会的にみとめられ，価

値をもっ ていたことが，確認されるのである 。

　労働価値論でいう価値法則とはとういうことてあろうか。もしその定義とも

いうべきものをあげれば，それは，とりあえずは，０商品の交換比率は，究

極的には商品の価値によっ てきまる，　その価値というのは，商品の生産の

ために必要な人間の労働であ って，その分量は杜会的必要労働時間によっ て計

られる，ということであろう 。しかし価値法則は需要に応じての杜会的労働配

分という機能をぬきにしては語れない。つまり価値法則というのは，まずは交

換を規制する法則であるが，実はその奥の生産の法則なのである。そこでは杜

会的生産（分業）の客観的組織原理か問題にな っているのてある。ある経済学

では，価格の変動を物の効用度，稀少性，需給関係などで説明する。表面的に

はこれらの理論にはそれなりに存在理由がある。労働価値論はこれを否定する

わけではない。しかし，我々はそのような表面的な現象の奥の本質を，みきわ

めなければならない。例えぼ，表面的にみると ，価格変動の主因は，需給関係

のようにみえる。しかし，需給関係の変化は，その奥の労働配分の状況を反映

しているのである。なお，価値と交換価値とは区別すべきである。価値とは均

衡状態における杜会的必要労働時間をあらわし，交換価値は均衡状態において

も， また変動状態においてもあらわれる価値の現象形態となる。価格は価値の

現象形態つまり価値を貨幣で表現したものである 。（拙著ｒ杜会主義経済論』 ，

１９７５年，同文館，ｐ．１４４－１４５のヘッシン教授の意見を参照されたし）。

　物理学は普遍的法則を追求する。ニュート■は，天体の運動も ，木から落ぢ
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る林檎のような，地上の物体の運動もひっくるめて，すべてが，ひとつの法則

一つまりいわゆる万有引力の法則で，理解できることを，発見した。現代の

物理学はあらゆる現象が結局は量子力学の法則の支配下にあるということを
，

あきらかにしつつある，といわれている。労働価値論に基づく経済学の体系は ，

すべての経済現象をこの価値論に基づいて，首尾一貫して説明する。ただし ，

価値法則というのは，再生産できるものについていえるのであ って，そうでな

い例えぼピカソの絵とか，骨董品などについては，通用しないし，また通用す

る必要がない。このようなものの価格は，競売などで純粋に需給関係によっ て

きまる。ピカソの絵は，複製はいざしらず，そのものはそれと同じものをまた

作るわけにはいかない。またそれは，価値法則に基づく労働配分の支配のそと

にある。ところで，他方，再生産という場合の生産というのは，物財を生産す

ることだけを意味するわけではない。有用効果の生産も ，それが杜会的分業の

一環としておこなわれ，他の財貨と同じように，市場（といっても具体的な場所

ではなくてもよい，経済学的な意味での市場のこと）において反復される取引のな

かで，その杜会的必要労働量がおのずからきまっていくなかで，当然，価値を

もち，価値法則の支配のもとに入るものと ，考えられる。そもそも ，財貨のか

たちをとっ ている商品だげが価値をもち，また価値法則の支配にはいるのだと

したら，サーヒス産業への労働配分は何によっ て規制されるのか，という問題

が必然的に生ずるであろう 。現代の国民経済において，就業者数の半分以上を

占めているサ ーヒス産業の労働人口を，原理的に価値法則の枠外において，は

たして現代の経済学の体系がつくれるであろうか 。

皿

　１９世紀中葉に労働価値論にもとづいて首尾一貫した径済学の体系をうちたて

たカール ・マルクスは，サービス産業の労働と価値法則の関係についてどう考

えていたのだろうか。『剰余価値学説史』などで，マルクスは，どういう労働
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が生産的であるのかという問題は研究しているが，どういう労働が価値を生む

のか，特にサ ービス労働は価値を生むのかどうか，という問題を正面からとり

あげることはなかったのではないか，と思われる。ちなみに，資本主義杜会に

おげる生産的労働というのは，資本の自己増殖に役だつ労働のことであると ，

マルクスが考えていたことは，明白で，『資本論』第１巻第１４章の始めでも ，

企業家のために働く学校教師を物質的生産部面の外からわざわざとりあげて ，

この意味で生産的労働者とみなしていることは，周知のことであるが，この問

題は本稿の主題からはずれるので，ここで論ずるのは省略したい。ここでは ，

マルクスが，いわば “話のついで”にサ ービス労働についてふれている文章を

取り出してみよう 。

　『剰余価値学説史』のなかの「サービスを提供する労働としての不生産的労

働」という問題を扱っている箇所で，マルクスは，人が「布地を買 って仕立て

職人を家に呼んできて，この布地をズボンに仕立てる彼のサ ービス（即ち彼の

裁縫労働）にたいして支払いをする」場合には，「商品としての労働そのものを

買うのだ」とい っている（邦訳『マルクス・エソゲルス 全集，第２６巻，第１分冊 ，

Ｐ． ５１１）。 また同じ箇所の数べ 一ジ先で，「もし私が，自分の才能を伸ばすため

にではなく ，金儲けのできる能力を習得するために，ある教師のサービスを買

うとすれば，… この修業費は，私の生計費と全く同じように，私の労働能力

の生産費に属する。しかしこのサ ービスの特殊な有用性は…」（同書 ，

Ｐ． ５１５－５１６）というふうに，い っている。これらのマルクスの文章から読み取れ

ることは，彼が，物的財貨だけを商品として扱っているわけではなく ，サ ービ

ス（マルクスのドイツ 語ではＤｉ・ｎ・ｔ）つまり労働そのものも ，商品として，売買

取引の対象とみなしていることであ って，本稿の観点からすれぼ，それはサ ー

ビスも杜会的分業の一環として，価値法則の支配に従うことになるのである 。

　『資本論』第１巻第１章でマルクスが価値の問題を扱っていることは，周知

のところであるが，そこでは開巻野頭に続く文章で「商品は，さしあたり（ド

イツ 語で ・ｍａ・ｈ・ｔ）…物（ドイツ 語でＤｉｎｇ）である。」とのべていて，ここで扱

われる商品が物的財貨であることが，明白にな っている。だから，同章第１節
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のすこし先の「ある使用価値または財貨が価値をもつのは，ただ抽象的人間労

働がそれに対象化または物質化されているからでしかない。」（全集，第２３巻，第

１分冊，Ｐ．５２）という文章をもっ て， もしマルクスが物質的財貨のみが価値を

もつと考えていたとみなすならば，それはやはり妥当ではなかろう 。だいたい

この文章では逆は真ならずで，ここから物のみが価値をもつと主張するとすれ

は， それはかなり無理な議論になろう 。さらに，同章第３節には次のような文

章がある。「流動状態にある人間の労働力，すなわち人間労働は，価値を形成

するが，しかし価値ではない。それは，凝固状態において，対象的状態におい

て， 価値になるのである。リノ不ル価値を人間労働の凝固として表現するため

には，それを，リンネルそのものとは物的に違っていると同時にリンネルと他

の商品とに共通な “対象性”として表現しなければならない。」（同書，Ｒ６９）。

この文章では，先の『剰余価値学説史』からの引用文とニュ アンスか違い，労

働そのものではなく ，凝固状態の労働が価値になるのだ，とマルクスはい って

いる。この文章を，本稿の観点からどう理解したらよいだろうか。まず第一に ，

この章では，最初から最後まで物的財貨だげか取り上げられているのであ って ，

サーヒス労働は全然問題になっていないことである。第二に，ここでマルクス

の頭にあったのは，価値形態つまり価値の表現形態ないし現象形態の問題をい

かに説明すべきか，という点であったことである。たしかに，流動状態の労働

を価値として表現するのは，凝固状態のそれよりも ，本来　定の困難があるこ

とは，事実である。なお第二に，この文章の最後の “対象性”というのは，結

局は，　般的等価物の地位を独占する貨幣であ って，サーヒス労働も ，結局は ，

その価値が貨幣で表玩されて，価格をもつわけである。マルクスが強調するよ

うに，価値はその表現形態つまり価値形態をもたねぱならない，すなわち他の

商品の使用価値で表現されなげれぱならないが，サーヒス労働も　般的等価物

である貨幣によっ てその価値が表現されるのである。そうでなげれぱ，なぜサ

ービス労働が価格をもつのか，説明がつかなくなろう 。

　さて，サーヒス労働の問題については，わが国でも先学の多くの研究が積み

重ねられてきているが，本稿の筆者にとっ て， まず輿味があり ，学ぶところ多
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かっ たのは，赤堀邦雄氏の主張であ った。ただし，氏が，『労働価値論新講』

（１９８２年，時潮杜）で「価値とは商品の “交換できる性質”である」（Ｐ．１）とし

ているのは，価値と交換価値を区別せず，混同しているもので，このことが ，

氏の理論全体に不十分な点をもたらすことにな っているのを，指摘しないわけ

にはいかない。交換価値というのは，一定の比率で他の商晶と交換できる商品

の性質ないしその比率としてまず現れるが，このような玩象をつきつめていく

と， その奥にある本質としての価値が明らかになる。しかしそのような本質的

なものは目にみえないから，それを表現する形が必要となる。こうして，現象

から本質へ また本質から現象へという運動のあと戻ってきたものが，再び交

換価値であるが，こんどはそれは価値の表現形態または現象形態となる。だか

ら交換価値は，すく“れて市場の交換の問題である。ところが，価値というのは ，

生産の問題である。同じぺ一ジの最後の行から次にかけて，氏は「価値は商品

の自然的性質ではなくて杜会的性質である 。」とい っている。全くそのとうり

ではあるが，杜会的性質とい っても ，交換の領域もあれぼ，生産の領域もある 。

要するに，氏は，杜会的性質というものをもう一歩突 っ込んで，杜会的分業と

する必要があ ったと思う 。そうすれば価値一生産（いうまでもなく有用効果の生

産も含む）の問題とな ったと思う 。この点で明快なのは，飯盛信男氏である 。

氏は，杜会的分業をはっきりと打ち出して，サービス労働の価値形成性格を主

張している（『サ ービス経済論序説』 ，１９８５年，九州大学出版会，Ｐ．１３８）。

　渡辺雅男氏も杜会的分業の観点からサ ービス労働の問題を論じており ，この

観点は正当であるとおもわれる。しかし『サービス 労働論』（１９８５年，三嶺書房）

の７２ぺ 一ジから７３ぺ 一ジにかげて，「たんに杜会的分業を構成したことで，た

だちにその労働が価値形成的であるとの断定を下すわけにはいかない。とすれ

ば， 杜会的労働としての価値形成労働規定には，流通労働等を排除する別の規

定が追加されなけれぼならない。」として，この「別の規定」を「生産的労働」

の規定に求めようとするのであるが，ここのところは，流通労働が価値を形成

しないという前提が先にあ って，それを理由づけようとするような議論の進め

方にな っている。杜会的分業を規制する価値法則の視点を首尾一貫して追求す
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べきであろう 。もっとも ，流通労働を他のサービス労働から区別して，価値を

形成しないものとするのは，渡辺氏に限ったことではなく ，赤堀氏をふくめて ，

おおくの人々の立場であるといえよう 。

　以上がこの論文で私が述べようとしたことの概略である。アウトライソであ

るから，まだ具体的に堀り下げ，展開したけれはならない問題がたくさん残 っ

ている。そのうちのひとつに，商業労働の間題がある。それについて，ごくか

いつまんで私の考えをしるしておくことにしたい 。

　Ｋ．マルクスが『資本論』の例えば第２巻第１７章のはじめで，「流通部面で

の資本の純粋な諸機能一… つまり売りと買いという行為一は，価値も剰余価

値も生まない。」（全集第２５巻第１分冊，Ｐ・３５２）と述べているのは，周知のところ

である。そして，この機能が産業資本家によっ て行われても ，商業資本家の手

で行われようとも ，問題の本質はすこしも変わらないというのが，『資本論』

のなかで一貫しているマルクスの立場である。げれども，機能は人間の労働に

よっ てはたされるのであ って，そこでは当然人間の労働が支出されており ，そ

れが産業資本家のもとで行われている場合には，彼のところにそのための杜会

的労働配分があ って，その労働か価値を生むのであり ，まして資本主義経済の

発展とともに，それが杜会的分業の一環として商人ないし商業資本家の手によ

って行われるようになれば，その機能をはたす労働は価値法則の支配を受けな

ければならない。したがって私は，輸送，保管の労働はいうまでもなく ，純粋

の流通労働も含めて，商業労働は価値をもつものと考える。産業労働者だげで

はなく ，いろいろな部門，領域で働いている人々の多面的な活動を包括した現

代杜会の経済学の体系を構築するために，その一歩として，このような理論的

前進がもとめられているのではなかろうか。（末尾の注を参照されたい）。

　なお私は，本稿で先学の見解に言及させていただいた際，我が国学会の慣習

に反して，一切敬語的表現を使わなかった。それは私が，我々の理論は狭い学

界の馴れ合い的な仲間うちのものではなくて，ひろく国民全体のものでなげれ

ばならず，そのためにはすべての論者とその主張をあくまで客観的に扱わねば

ならないと考えているからである。これは，私かものを書き初めて以来貫し

　　　　　　　　　　　　　　　　（
１２８０）
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てとっ ている立場なので，諸賢のご海容を願うものである 。

　　注　マルクスも売買の機能が杜会的分業のひとつであり ，それに労働が支出される

　　 ことを認めている。彼は，「売買」ということをさして，「それ自体としては不生産

　　的であっても再生産の必然的な一契機である機能が，分業によっ て多数の人 々の副

　　業から少数の人 々の専業にされ…」（邦訳全集第２４巻１６０ぺ一ジ）というふうに述

　　べているし，また，ｒ売買担当者」もｒ一つの必要な機能を行う 。…彼も他の人と

　　同じに労働するのであるが，彼の労働の内容は価値も生産物もつくりださないので

　　ある 。」（同書１６１－１６２べ 一ジ）と書いている。しかしながら結局マルクスにあ って

　　は，等価交換を前提とするかぎり ，商品の売買は価値の形態変化にすぎず，価値を

　　生まず，そのための労働はひとつの機能にすぎないということなのである 。

　　　 ここでは少なくとも二つの問題がある。第一は，マルクスのいう機能という考え

　　方である。それは物財の生産に直接参加しないが，何らかの杜会的役割を果たして

　　いる人 々の仕事をさしているようにおもわれる。次の引用文は，そこに出てくる王

　　や聖職者などの例はあまり適当ではないが，本稿の趣旨にとって大事だと思うので

　　くわしく引用する。マルクスは，『資本論』第２巻第３編第１９章でアダム ・スミス

　　を批判するなかで，次のように述べている。「労働するかしないかにかかわらず ，

　　再生産のたかで直接に役割を果たしてはいない杜会成員は，すべて，年間商品生産

　　物のなかの彼らの分け前一つまり彼らの消費手段一を，直接には，ただ，生産物

　　が直接に帰属する諸階級一生産的労働者と産業資本家と土地所有者一の手から引

　　き出すよりほかはない。そのかぎりては，彼らの収入は実質的には（ｍａｔｅｒ１ａ１１ｔｅｒ） ，

　　労賃（生産的労働者の）と利潤と地代とから派生したものであり ，したがってこれ

　　らの本源的収入にたいして派生的収入として現れるのである。しかし，他方，この

　　意味で派生的な収入を受け取る人 々は，王や聖職者や教授や売春婦や兵卒などとし

　　ての彼らの杜会的機能によっ てこの収入を得るのてあり ，したが って，彼らはこの

　　ようた自分たちの機能を自分たちの収入の根源とみなすことができるのである 。」

　　（邦訳全集第２４巻４５７ぺ 一ジ，訳文若干変更）。 ちなみに，このような物財の生産を

　　基本的な メルクマールにして，本源的収入（所得）と派生的収入（所得）の区分を

　　もとに国民所得論を構築する立場があるが，それはともかくとして，もしその機能

　　が杜会的分業の一環であるならぼ，それは杜会的労働配分を規制する価値法則の支

　　配に組み入れられるものとわたしは考える。もちろん，どういう機能が有用効果を

　　生み出して杜会的分業の一環となり ，どういうものがそうではないのかの問題は ，

　　それとして詳しく検討されなげれぼならない 。

　　　第二は，売買は，等価交換を前提とするかぎり ，価値の形態変化をもたらすだけ

　　であ って，価値を生み出すものではないと言う場合の，売買行為の問題である。単

　　純商品生産老の交換と資本家の交換があるけれども ，資本家の方をとっ てみると ，

（２８１）
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　産業資本の循環の最初と最後の段階Ｇ－ＷとＷ’一Ｇ’をどうみたらよいか，という

　問題である。いうまでもなく ，資本主義経済が発達するにつれて，この両段階の仕

　事を産業資本に代わって行うのが，商業資本である。マルクスは，売買行為につい

　て次のように言う 。「諸商品はその価値どおりに売買されるものと仮定されたのだ

　から，これらの過程で行われるのは，ただ，…同じ価値の転換一ひとつの状態変

　化だけである。商品がその価値どおりに売られるとすれぱ，価値の大きさは，買い

　手の手にあっても売り手の手にあっても変わらない。」（邦訳全集第２４巻１５８べ 一ジ）。

　この文章は形式的に文字通りに読めば，トートロ ジー である。このような前提をお

　けぱ，これ以外のことは起こりようがない。もちろん，ここでマルクスが言いたい

　のは，当事者の間にもうけのためのごまかしなどがなければ，ということであろう 。

　さらにいえぱ，マルクスにあ っては，等価交換という前提がその全体系の論理の基

　礎になっているのである。それはともかく ，マルクスは売買行為からは一銭の価値

　も生まれないという前提から出発して，商業資本家の利潤を，彼が販売する商品を

　生産した産業資本家の利潤からの控除に求める。つまり商業資本家は，産業資本家

　のところで生産された商品を，その価値から、自分が手にいれるべき利潤を差し引

　いた金額で買い入れ，それをもとの価値どうりの価格で売 って，その差額を手に入

　れるというのが，マルクスの説明である。しかし，マルクスの説明とは逆に，商業

　資本家は産業資本家から，商業利潤の控除なしに，産業資本家のところで生産され

　た価値どうりに商品を買入れ，それに自分のところの商業活動による価値（および

　利潤）を付け加えて販売すると考えることもできよう 。そして，この場合の商業活

　動には，商品の輸送，保管のための労働と全く同等の資格で，売買活動つまり純粋

　の流通のための労働が含まれなけれぱならない。つまり ，商業資本家は，〔輸送 ，

　保管，売買活動におげる ｃ＋ｖ＋ｐ〕および〔商品仕入れに投下された資本に対する

　利潤〕をつけ加えて販売するということである。問題の根本は，売買行為からは一

　銭の価値も生まれないのか，それともそのような活動も ，そこに労働が支出されて

　いるかぎり ，疑いもなく杜会的分業の一環であ って，価値を付け加えるものである

　のか，にある。現代経済杜会では，マーケティングなど，商業活動のうちの輸送 ，

　保管など以外の純粋の流通活動の役割が，量質ともに巨大なものにな っている。勿

　論，量がいくらふえても ，理論的規定か変わるものではない。しかし，これまで本

　稿で述べてきたとうり ，そもそも ，サ ービス労働すなわち物財をつくるのではない

　労働も ，杜会的分業の一環として一定の有用効果を生産しているかぎり ，価値を生

　むものであるならぱ，当然，このような売買のための労働も ，価値を生むと考える

　のが，理にかな っているのではないかと思う 。

（２８２）


